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欧州では，FRAND 算定をめぐる調停前置を含め，EU 法下で調停に進歩的な役割を求める立法が続

いている。裁判判決や和解合意は当事者のみを拘束するものであるが，知的財産固有の非属地性が起

因して国内のみならず国外の第三者に与える影響は少なくない。ここに，データエコノミー時代にお

ける知財紛争の司法解釈と私的自治，そして判決の公開性と合意の秘密性における重層的な相克が顕

在化している。本稿は，イギリス及び EU における前置手続をめぐる立案及び司法解釈について検証

し，知財紛争における調停前置の可能性に向けた試論を提示するものである。イギリスでは民事訴訟

における特定の紛争領域の他，仲裁及び調停を通じた知財紛争における明示的な前置手続の立案が繰

り返し検討されてきた。並行して裁判官命令による黙示的前置をめぐる司法解釈の錯綜が続き，2022
年に民事訴訟の前置手続導入が決定されている。EU では調停前置が司法制度にアクセスする権利の行

使を妨げない範囲において正当化されることが実定法上規定されており，その態様について欧州人権

裁判所及び欧州司法裁判所において司法解釈が積み重ねられてきた。前者においては前置手続の制約

不在，また訴訟経済と和解前置の関係性について検証され，また後者においては消費者 ADR という文

脈で前置手続の正当化要件を具体的に示している。特に Alassini 判決が判示した四要件（前置手続を通

じた合意に拘束力がないこと，前置手続が裁判所への訴えを実質的に遅延させるものでないこと，時

効が中断されていること，そして前置手続の費用が無料であるかまたは僅かであること）の意義は大

きい。もっとも，これらの規範が EU 機関において議論過程にある知財紛争における前置の正当化根拠

及び要件足りうるかについては検証が必要である。 

 
 

序序  

データエコノミー時代のさなか，知財紛争と

紛争当事者以外である「第三者」との関わり方

には変容が見られる。紛争を通じたルール形成

は，それが判決であれ，裁判外紛争解決（以下，

 
＊ 立命館大学法学部 准教授 

Associate Professor, Faculty of Law, Ritsumeikan University 

「ADR」）を通じた仲裁裁定，判定，或いは合

意であれ，本来は当事者のみを拘束するもので

ある。ところが，無体物の越境性が国内のみな

らず国外の第三者に与える影響は少なくない。

その顕著な領域が，デジタルコンテンツや標準

特許をめぐる紛争であり，欧州では ADR によ
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り進歩的な役割を求める立法が続いている。 

政策に誘導されている日本と比べると1），欧

州で立法が知財調停の促進に果たしてきた役割

は少なくない2）。近時はその傾向がより強く，

デジタル法（Digital Services Act Package）下で

はオンラインコンテンツプロバイダーによる

「効果的かつ迅速な不服申立及び裁判外救済制

度」の設置，またオンラインプラットフォーム

上の著作権紛争のための ADR 整備をめぐる規

定が導入された3）。EU 著作権法に ADR に関す

る条文が盛り込まれること自体は目新しくはな

いが4），両法規の元では，中立かつ独立した紛

争解決機構が著作権者と権利制限の均衡をとる

役割を課せれることになり，特に基本権との調

整役を担うことには批判が少なくない5）。また，

地理的表示をめぐっても改正法において欧州知

的財産庁（以下，「EUIPO」）における調停活

用が促進された6）。更に注視すべきは，2023 年

4 月の欧州委員会による調停前置案を通じて，

EUIPO における FRAND 算定をめぐる訴訟前調

停前置（conciliation）が検討されていることであ

る7）。特許紛争については，統一特許裁判所に

調停仲裁センターが設立されたことでより積極

的な ADR 活用が期待されているが，中でも

FRAND ライセンス交渉における ADR 活用は，

裁判判決8），またガイドラインのようなソフト

ローを通じて世界各国で推奨されてきた9）。対

照的に，学術界においてはいわゆる「誠実交渉」

において調停手続が義務化されること，またロ

イヤルティ算定を含む基準設定が私的になされ

ることの是非については十分な議論の蓄積があ

るとは言い難い。日本も欧米の動向に追従はし

ているが10），ADR の経験や需要については諸

外国と温度差があることを指摘する調査研究も

ある11）。 

欧州では，知的財産紛争の訴訟前置手続は過

去にも立案の俎上に載せられている。科学技術

政策をまとめた 1999 年 ETAN 最終報告書では，

訴訟が非効率かつ高額であるという実証研究を

もとに欧州委員会に対して仲裁前置が提案され

た12）。同報告書は，資金力があり反競争的に訴

訟をちらつかせる大企業の攻撃的戦略を仲裁前

置が緩和させるものであると分析している。興

味深いのは，中小企業を支援するために仲裁費

用を特許登録料から捻出しようという案である。

Kingston も前置手続を提唱しており，特許紛争

における仲裁前置と法律扶助を掛け合わせるこ

とが中小企業にとって有益となると示唆してい

る13）。調停前置の潜在的価値について，筆者は

従前から喚起してきたところである14）。 

欧州における以上のような立法動向を踏まえ，

本稿では標準特許をめぐる紛争を念頭に知財紛

争における調停前置の可能性について検証した

い。前置手続の法的評価については，その合憲

性，前置の態様（契約または立法による前置か，

明示的或いは黙示的か）及び前置手続を取らず

訴訟手続を開始した場合の効果についての検証

が必要となろう。日本でも現存する家事調停な

どから調停前置の範囲を拡大する提案がされて

いる15）。そこで諸外国の先例を参照することと

し，第一章においてイギリスにおける調停前置

をめぐる立法及び司法解釈を外観し，続く第二

章において欧州人権裁判所（以下，「ECtHR」）

及び欧州司法裁判所（以下，「CJEU」）におけ

る調停前置の合憲性をめぐる判例について検討

を行い，課題に対する試論を提示する。 

 

11．．イイギギリリススににおおけけるる展展開開  

欧州において知財調停の前置主義が積極的に
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検討されてきた代表国の一つは，イギリスであ

る。「裁判を最終手段に（court as last resort）」

というスローガンのもと司法制度改革の推進力

となった Wolf 報告書が 1996 年に発行されて以

来16），知財紛争における手続前置をめぐる試論

も含めて様々な議論が展開されてきた。前置手

続における強制的な性質と紛争解決の効率性の

均衡は，訴額や紛争規模によって正当化されて

きた。裏を返せば，紛争解決制度が両当事者の

権利を担保できるものであり，同時に裁判所が

両当事者にとって（経済的に）アクセスできる

ものであれば，ADR 前置手続は不均衡であると

いう結論となる。イギリスで検討されてきた手

続には，民事訴訟における特定の紛争領域の明

示的な前置の他，仲裁及び調停を通じた知財紛

争の前置，そして裁判法理に基づく裁判官によ

る黙示的前置が含まれる。 

2011 年に少額訴訟の調停前置の実験検証が

されたものの，検討された二案が採択されるこ

とはなかった17）。その後は ADR 前置のあり方

を巡って司法解釈の争いが続いたが，立法によ

る民事紛争の調停前置導入へと舵が切られ，訴

額 1 万英ポンド以下の群裁判所（county court）

における民事訴訟を自動的に調停（mediation）

に付することが計画されている18）。現行法では

知財紛争をめぐる ADR は当事者の任意に委ね

られており，特許庁（UK IPO）を通じた促進や

紛争解決機構及び仲介人への付託で手続がなさ

れるが，裁判官による命令を通じて前置対象と

なる可能性がある。 

 

［［AA］］明明示示的的なな知知財財 AADDRR 前前置置ををめめぐぐるる試試論論  

特筆に値するのは，いずれも実施には至って

いないものの知財紛争に特化した調停前置案が

これまでに複数回検討されていることである。

まず 2003 年には知的財産諮問委員会（IPAC: IP 

Advisory Committee）により特許紛争における調

停前置が提案された19）。特許裁判所における実

験的な調停前置を通じ，不調の場合には調停人

が当事者の振舞いについて報告することで裁判

費用負担の考慮対象とすることを推奨するもの

であったが，調停は任意の手続であるべきであ

り，また調停における秘密保持が尊重されるべ

きであるという理由で採択には至らなかった。

その後，2004 年に民事訴訟規則（Civil Practice 

Rules，以下「CPR」）に規定された訴訟前交渉

前置の領域を知財紛争に拡大する提案がされた

が立案には至っていない20）。同案は，裁判は最

終手段であるとする CPR の目的を踏まえた訴

状及び答弁書の起草や和解交渉についてのガイ

ドラインを含み，不当な「侵害訴訟手続の脅迫」

（groundless threats of infringement）予防に有用

であるとされた21）。イギリスでは根拠のない侵

害警告に対して救済を求めることができるが，

このような状況では当事者による交渉は困難で

前置手続を通じた紛争解決は非現実的である。

上記案は知的財産権の多様性及び非均質性を理

由に採択されなかったものの，民訴法改正をめ

ぐる Jackson レビューにおいて特許裁判所ガイ

ドライン（Patents County Court Guide）に盛り込

むことが推奨された22）。知財政策立案に関する

Gowers レビューでは，対照的に知財紛争 ADR

を促進する追加のインセンティブとしての調停

前置導入には反対の立場が採られた23）。 

 

［［BB］］裁裁判判官官にによよるる黙黙示示的的前前置置ををめめぐぐるる判判例例  

調停前置の合憲性をめぐっては 2004 年

Halsey 判決以降司法判断が錯綜したが，2021 年

に Civil Justice Council によって肯定されること

で終止符が打たれた24）。 
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論 文

 

 特許研究  PATENT STUDIES  No.78  2024／9 73 

裁判を受ける権利との関係で論争となったの
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（encourage）」とは異なるとした上で，「真に

その意欲がない当事者に紛争を調停に付託する

よう義務付けることは，裁判所へのアクセスの

権利に容認しがたい妨害となるだろう」と述べ，

こうした状況では追加的費用が生じるだけで裁

判手続が遅延する恐れがあると理由付けした27）。

同時に前置手続推奨の義務は是認し，その前提

となる要件を次の通り非限定列挙した。それら

は，①紛争の性質，②訴えに対する（裁判官の）

心証，③和解が試みられた程度，④ADR の費用

が不相応に高額になるかどうか，⑤ADR の準備

と実施により不利益がもたらされるか否か，そ

して⑥ADR の試みに合理的な成功の見込みが

あったか否かである28）。示唆的であるのは本質

的に ADR に不向きな事案は多くないとする判

旨であり，ADR に適さない事案があるとすると，

当事者が法的解決を裁判所に付す場合，当事者

の将来の取引関係にとって争点の解決が不可欠

である可能性があるか，または判決が市場に影

響を与える可能性がある場合，同種の紛争が繰

り返し発生し判例によって解決される必要があ

る場合，或いは当事者の権利保護のために法的

救済が必要な場合が含まれるとしている29）。

ADR が合理的に合意に達しえたか否かの立証

責任は，敗訴側にある30）。黙示的前置を通じた，

いわば極端な ADR 奨励はその後裁判でも踏襲

され，法律家には ADR を検討する義務があると

した判決も出されている31）。 

Halsey 判決により確立されたガイドラインは，

2013 年に PGF II 判決によって更に拡張された。

原告が調停の申入れをしたにもかかわらず，被

告が完全に沈黙した場合は「不当な拒否」とみ

なされるというものである32）。その根拠として，

Briggs 判事は拒絶理由の調査は裁判所にとって

難儀であることなどを挙げている33）。PGF II 判

決は Halsey 判決が策定した黙示的前置の射程

を無限に拡大する危険があり，事実上の調停前

置であると批判されている34）。裁判費用を ADR

前置と関連付けることについても批判は少なく

なく，例えば Toulmin は裁判所が当事者に和解

を命じた場合，元来自発的であるべき和解行為

を当事者が誠意を持って拒絶した際にどのよう

にして裁判官命令に従ったとみなされるのかが

難しいとしている35）。同様に，Shipman は，裁

判所が調停勧告に従わない当事者を法廷侮辱罪

や罰金に課すような権能があるか否かについて

疑問視している36）。 

最終的には，2019 年 Lomax 判決によって裁

判官による黙示的前置は事実上認容された。本

件では当事者の合意がない場合にも判定（ENE: 

Early Neutral Evaluation）を裁判官が命じること

ができるかについて争われたが，裁判所は「訴

訟指揮のため，また（紛争解決という CPR の）

目的を全うするために，判定を含め当事者が和

解に至る手助けを行う上であらゆる手段や命令

を下すことができる」とされた37）。そして 2023

年 Churchill 判決は Halsey 判決から決別し，裁
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判官が ADR 前置を命じる権能を明確に肯定し

た。隣人苦情をめぐる原告私人と被告市議会の

訴訟では，地方自治体が運営する契約上は拘束

力がない内部苦情処理手続を裁判所が当事者に

命じることが合憲であるか，また，肯定される

場合にはどのような状況でそうすべきか，そし

て ADR の性質を考慮すべきかどうか，また，ど

のような形で考慮すべきかが争われた。第一審

は Halsey 判決に従って ADR を強要することは

できないとしながらも，原告が手続を取らなか

ったことは不当であると判断した。控訴審は原

審を覆し，Halsey 判決の射程及び後述する EU

判例について審理を行った重要判決である。判

旨では裁判官に ADR を命じる権能があると明

確に肯定した上で，その範囲は裁判を受ける権

利に照らし比例していなければならないとした38）。

その上で，命令に際しての検討要素は事案毎に

よるとしながらも，次を含む 11 項目を例示し

ている。①検討中の ADR の類型，②当事者の代

理人の有無，③事件の緊急性及び ADR によっ

て生じる遅延の合理性（遅延によって請求が無

効になるか，時効の問題が生じるかどうかを含

む），④ADR の費用，⑤ADR による紛争解決の

現実的見込み，⑥当事者の財力，交渉力，また

は知識の著しい不均衡，⑦ADR に参加したく

ない理由，⑧ADR を拒否した場合の訴訟費用制

裁の合理性と比例性39）。執筆時点における法改

正審議では，これらの判決の帰結が反映されて

いる40）。 

 

22．．EEUUににおおけけるる調調停停前前置置のの実実施施要要件件  

明示的か黙示的かにかかわらず，調停前置は

いかなる態様において正当化されるのだろうか。

以下に述べる通り，調停前置実施の裁量権をも

つ EU 加盟国は ECtHR 及び CJEU の判例を通じ

て確立された前置手続正当化要件を遵守しなけ

ればならない。これらの法規範は知財紛争にど

のような影響を与えるのだろうか。 

 

［［AA］］実実定定法法規規  

EU では，2008 年調停指令を通じて調停を裁

判所の代替としてだけでなく司法手続と並列手

段に据えることが謳われた41）。2013 年には消費

者紛争に対する ADR の利用を促進するための

消費者 ADR 指令が施行されている42）。 

民事及び商事紛争を客体とする調停指令にお

いて，調停前置の導入は各国に委ねられている43）。

知財紛争との関係で重要なのは，第一に同指令

における調停（mediation）の射程である。「名

称はともあれ第三者の介入によって合意を得る

こと」という定義の元では，判定（expert deter-

mination）や裁定を伴う裁判官による裁判調停

は明示的に除外されているものの，あっせん

（conciliation）が含まれるかは不明瞭である44）。

FRAND 紛争をめぐる欧州委員会法案では「あ

っせん人による調停（‘a conciliator mediates’）」

と定められており，調停指令との整合性が問題

となる45）。第二に，知財紛争そのものが射程外

となる可能性を残していることにある46）。 

消費者紛争 ADR 指令も調停前置を加盟国の

裁量に委ねているが，「司法制度へのアクセス

する権利の行使を妨げないこと」を要件として

いる47）。同指令は域内外の販売及び役務に関す

る契約から生じた裁判外紛争解決のうち消費者

からの申立てに限定され，当事者間の交渉や裁

判での和解は除外されているが，対象を拡大す

ることでデジタル市場に適応するための改正手

続が進行中である48）。 
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は明示的に除外されているものの，あっせん

（conciliation）が含まれるかは不明瞭である44）。
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っせん人による調停（‘a conciliator mediates’）」

と定められており，調停指令との整合性が問題

となる45）。第二に，知財紛争そのものが射程外

となる可能性を残していることにある46）。 
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裁量に委ねているが，「司法制度へのアクセス

する権利の行使を妨げないこと」を要件として
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［［BB］］調調停停前前置置ををめめぐぐるる法法規規範範  

以下の通り，調停前置は当事者が司法制度に

アクセスする権利を行使することを妨げない範

囲において正当化される。公正な裁判を受ける

権利（right to a fair trial）は，欧州人権条約第 6

条（1）（以下，「人権条約」），及び欧州連合

基本権憲章第 47 条（以下，「憲章」）に保障さ

れた基本的人権である49）。契約による裁判所へ

のアクセスの権利の事前放棄は，裁判を受ける

権利を放棄するような態様で規定されている場

合には無効とみなされるが 50），ECtHR 及び

CJEU は立法を通じて明示的に前置された訴訟

に先立つ和解（settlement）や調停（mediation）

のみをもって裁判を受ける権利を侵害すること

はないと是認している。従って，基本的人権の

機能を裁判所にアクセスする権利の保護手段と

して，または調停前置の射程を定めるツールと

して捉えるのかは，調停前置を裁判を受ける権

利の放棄，または調停を促進するための積極的

な手段のどちらとして位置付けるかによって異

なることになる51）。 

 

［［aa］］EECCttHHRR  

調停前置の許容範囲について法解釈を与えた

ECtHR の 2 つの基準を紹介する。 

 

［［ⅰⅰ］］制制約約のの不不在在 

ECtHR は Deweer 判決において，仲裁による

訴訟前の取り決めが「いかなる制約」もなく行

われる場合に限り，原則として公正な裁判を受

ける権利を侵害しないと判示している。同判決

では「裁判を受ける権利（right to a court）は公

正な裁判を受ける権利の構成要素である」とい

う前提のもと，次の一般原則が確認された52）。

即ち，「締約国の国内法制度において，この類

の権利放棄が民事上は特に契約における仲裁条

項，また刑事上は罰則支払いという態様で頻繁

に見られる。権利放棄は，司法制度上のみなら

ず当事者にとっても否定しえない利点があり，

原則として欧州人権条約に違反するものではな

い」というものである53）。裁判所へのアクセス

が絶対的な権利でないということは判例上確立

されているが，「権利の本質が損なわれるよう

な方法または程度において，個人に与えられた

アクセスが制限，または縮小されてはならない」

とされている54）。本事案では原告がベルギーの

小売価格統制法違反の結果として検察から商業

設備の閉鎖を要請されており，48 時間以内に一

方的に定められた罰金を支払う代替案として全

ての手続取下げを提案されたという。提示され

た罰金 10,000 Bfrsは法定罰金額の最低額を僅か

に超えるもので，刑事罰による起訴よりも良い

解決策であったとされるが，ECtHR はこのよう

な制約的状況下でなされた裁判を受ける権利の

放棄は人権条約第 6 条（1）に違反すると結論づ

けている。制約の不在はいずれにしても「必要

条件の一つ」であるとした55）。 

Deweer 判決は，権威的及び時間の制約の元で

裁判を起こす権利の放棄が行われること，そし

て規範力を伴う仲裁判断を通じて放棄されるこ

とを問題視している。Jacot-Guillarmod が挙げて

いる追加的要件としては，第一に紛争客体が仲

裁可能である，または当事者が処理できる権利

と義務を伴うものであること，第二に仲裁手続

において仲裁人の任命・仲裁人の交代及び忌避・

当事者間の平等・管轄裁判所により命じられた

暫定措置の利用が可能であること，また仲裁判

断・仲裁判断の終決性・仲裁判断に対する上訴

をめぐる規則など基本的な手続要件が保証され

ていることである56）。 
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［［ⅱⅱ］］訴訴訟訟経経済済とと和和解解手手続続のの均均衡衡 

Mamčilovič 判決において，ECtHR は「和解

（friendly settlement）」前置そのものは裁判への

アクセスという権利を侵害するものではないこ

とが再確認されている57）。本事案では，原告が

同一の法的根拠及び事実に基づく請求をめぐっ

てなされた二度の和解前置手続が裁判へのアク

セスの権利を損なうものだと訴えた。原告は

1994 年に刑事訴訟で勝訴したクロアチア国民

である。軍法に基づく民事損害賠償請求をめぐ

る州検事との和解前置手続において原告代理人

が公聴会に数回出廷せず，2003 年にザグレブ市

裁判所により請求取下げとみなされた後，原告

が 2005 年にカルロヴァツ市裁判所に提訴した

ところ，対国家への請求については民事訴訟法

に基づき当事者による和解前置が定められてい

ることを理由とし，最終的には最高裁判所によ

って訴えが棄却されたというものである。 

ECtHR は，和解前置と裁判へのアクセスの権

利との関係性を検討するにあたり，正当性及び

比例性の一般原則を確認している。まず和解前

置は「訴訟経済のための正当な目的」であり，

効率的な紛争解決のために裁判事件数を軽減し，

長期かつ高額な裁判手続を回避するという立法

趣旨を是認した58）。また和解前置が二度求めら

れたことの合理性については比例性を検証し，

二回目の和解前置自体は不合理ではなく，また

被告である国家が和解手続に合意するまでの 3

ヶ月という期間において原告が訴訟提起できな

かったことは原告にとって不利益とはみなされ

ないと判示した59）。ECtHR は，和解前置の個別

具体的態様が不利益となる場合の立証責任を原

告に課し，原告らが所轄裁判所に提起する前に

和解の試みをすることが可能であったこと，ま

た前置手続の間は適切に時効の中断があったこ

とを指摘している60）。 

もっとも，判示されている正当化要件の妥当

性には疑問が残る。和解が迅速かつ低コストで

あるという訴訟との比較における利便性，また

事件数軽減という訴訟経済の観点のみからの正

当化は十分とはいえず，当事者にとって紛争解

決に至る最適な方法であるかが考慮されるべき

ではないか。ECtHR はこの点についての判断は

求められていないことを理由に，具体的な審理

をしていない61）。 

 

［［bb］］CCJJEEUU  

消費者 ADR をめぐる判例ではあるが，CJEU

も 2 つの判決を通じて調停前置と裁判所へのア

クセスの権利の均衡をとるための態様を明らか

にしている。 

 

［［ⅰⅰ］］正正当当性性並並びびにに比比例例原原則則のの四四要要件件 

イタリア最高裁判所が CJEU に付託した

Alassini 事件において，原告らはイタリア法に

規定された調停前置の強制力が人権条約第 6 条

（1），及び憲章第 47 条に定められた公正な裁判

を受ける権利を侵害していると申立てた62）。

2002 年ユニバーサルサービス指令（現在は

2018/1972 欧州指令によって廃止）を批准して制

定されたイタリア国内法は，通信規制当局が利

用者と電気通信プロバイダーの間における消費

者紛争を裁判に先立って事前に解決する試みを

義務付けることを求めている（obligatorio di con-

ciliazione extragiudiziale）63）。予備判決の論点は，

ADR 前置手続が同指令 34 条及び効率的な司法

的救済の原則によって排除されるかを問うもの

であった64）。同判決における和解は，「解決案

を提案または課す第三者による積極的介入」を

伴わない手続を示す65）。従って，調停指令上の
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［［ⅱⅱ］］訴訴訟訟経経済済とと和和解解手手続続のの均均衡衡 
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調停の定義外の手続となる。 

CJEU は，前置制度の様態が「追求される一般

的な利益の目的に呼応」すべきであるとする一

方，「保証されるべき権利の本質そのものが侵

害されるという不均衡，かつ許容されるべきで

はない干渉があってはならない」ことを確認し

ている66）。即ち，和解前置は正当性及び比例性

の二原則に照らし判断されるべきだとする。前

者のもとでは「より迅速且つ低コストの紛争解

決」を提供する政令の目的は正当であるとみな

された67）。また，後者については法務官意見を

支持し，「前置手続実施に代わる，より制限的

な代替手段は存在しない。なぜなら，単に任意

である裁判外和解手続の導入は，目的を達成す

る手段としてそれほど効率的」ではないとし，

前置という強制力が明瞭な不利益をもたらすも

のではないという考えを採った68）。本件におい

ては前置手続が原因で訴訟の提起が「不可能ま

たは過度に困難」となることはないと判断され

ている69）。判決文では言及されていないものの，

法務官意見においては前置手続によって裁判に

アクセスする権利にもたらされる不利益は「軽

微」であり，考えられるあらゆる便益が上回る

と述べられている70）。このような見解は，同意

見において言及されている次のようなドイツに

おける経験に基づいていると思われる。それは，

「当事者の一方または両方が和解を拒否する状

況であっても，（和解）手続を通じて当初は当

事者が認識していなかったような解決の糸口を

得られる可能性がある」というものである71）。 

Alassini 判決の意義は，CJEU が次の四要件の

もとで比例原則における客観的基準を明らかに

したことにある。それらは，①前置手続を通じ

た合意に拘束力がないこと，②前置手続が裁判

所への訴えを実質的に遅延させるものでないこ

と，③時効が中断されていること，④前置手続

の費用が無料であるかまたは僅かであることで

ある72）。これらに加えて，CJEU は更に二要件

を求めている。それは，前置手続へのアクセス

が電子的手段のみに限定されないこと，そして

例外的な場合には裁判所による暫定措置を利用

できることである73）。かように，CJEU は「加

盟国に課せられる唯一の要件」は，裁判所に提

訴する権利が維持されることであることを確認

した74）。CJEU によれば，前置手続は「裁判へ

のアクセスのための追加ステップ」にすぎない

のである75）。 

同判決は，特に以下の点において調停の利用

を促すものとして是認されるべきである。何よ

りもまず，前置手続を通じた和解は合憲であり，

裁判所にアクセスする権利を侵害するものでは

ないことを明確にした点，また，前置主義が効

率的な紛争解決を達成するための正当な手段で

あることが認められた点である。 

 

［［ⅱⅱ］］比比例例性性とと消消費費者者紛紛争争調調停停前前置置 

続く Menini 判決において，CJEU は Alassini

判決で示された比例原則を確認し，同原則を調

停（mediation）前置の事例に適用している76）。

本判決が下されるまでは，Alassini 判決の射程

に調停や他の ADR 手続が含まれるかについて

は不明瞭であった。問題となった「和解」（イタ

リア語では obligatorio di conciliazione extragiu-

diziale）は，判決の英訳では「裁判外紛争前置続

（mandatory out-of-court procedure）」，「和解に

おける強制的試み（mandatory attempt at settle-

ment）」，及び「前置和解手続（mandatory set-

tlement procedure）」と複数の異なる訳語があて

られている。従って，Alassini 判決が調停指令に

おける「あっせん（conciliation）」を包含するも
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のであるかは明らかではなかった。 

Menini 判決は，やはりイタリアの地方裁判所

（ヴェローナ）により付託され，消費者 ADR 欧

州指令第 3 条（2）を踏まえた調停前置の合憲性

を争うものであった77）。CJEU は消費者 ADR 指

令に適合しないとして，次の手続要件を追加的

に課している。それは，調停前置手続において

消費者側が代理人により弁護されていること，

また正当な理由があれば消費者が前置手続を取

下げることを可能にすることである78）。CJEUは

後者に関して，消費者が調停人との面会後直ち

に調停を終了できる場合は消費者 ADR 指令に

反しないものであると判示している79）。CJEUは，

消費者 ADR 指令第 9 条（2）（a）における保護

客体は消費者であり，手続の中身あるいは運用

に不満を生じるような状況に置かれた場合には，

どの段階においても手続を取下げできることを

強調している。当事者は手続開始前にこの権利

について説明を受けるものとし，同規則が国内

法の下で取引者に適用されている場合には消費

者にのみに適用されるものとする。かように，

CJEU は，裁判所へのアクセスの観点から許容

される調停前置の範囲をより詳細に明確にする

に至った。 

 

［［CC］］評評釈釈  

以上の通り，ECtHR 及び CJEU が共に明らか

にしたのは，調停前置自体は裁判所にアクセス

する権利を侵害しないということである。  

まず ECtHR 判例を俯瞰すると，Deweer 判決

で明示された制約の不在は閾値として理解され

るべきものである。正当性の検証に関しては，

訴訟経済の効率性だけでなく，前置手続の目的

となる「一般的な利益」も考慮に入れている点

において CJEU によるアプローチは ECtHR より

望ましいように思われる。法務官意見でも指摘

されているように，前置手続は「当事者の利益

となる」べきであり，また判決で繰り返し述べ

られているように，迅速かつ低コストの紛争解

決であるだけでなく，「司法判断と比べてより

長期的な紛争の解決をもたらすことにつながる」

ことが望ましい80）。当然ながら，強制力を伴う

手続の正当性に懐疑的な論者もある81）。 

残された問題は，これらの規範が知財紛争の

ような民事紛争をめぐる調停に適用されるか否

かである。Menini 判決は，消費者紛争であるも

のの調停前置の解釈にかかる唯一の事例であり，

それ以外の判決で取り上げられた ADR 類型は，

Deweer 判決では仲裁による裁判前手続（pre-ju-

dicial arrangement by arbitration），Mamčilovič 判

決では友好的和解（friendly settlement），そして

Alassini 判決では裁判外あっせん前置（obbliga-

torio di conciliazione extragiudiziale）である。

CJEU においては，比例原則の四要件をそのま

ま行政訴訟に先立つ行政救済手続に類推適用し

た事例がある82）。他の ADR 類型と比べても手

続期間が過度に長期化したり，費用が高額化し

たりすることは調停の場合想定されにくいこと

を考えると，調停前置が仲裁や和解よりも比例

性に乏しいとは通常考えにくい。また，調停は

通常，迅速かつ費用対効果の高い紛争解決手段

と考えられているため，正当性要件も充足する

ことになるであろう。調停前置が違憲となりう

る唯一のシナリオは，調停合意が既判力を伴う

と判断され，調停前置後に当事者が提訴できな

くなる場合である83）。結論としては，ECtHR の

裁判規範を調停一般に適用しない理由はないも

のと考えられる。 

この他に考慮すべき要件としては前置手続期

間の限度が問題となるが，ECtHR は 3 か月が妥
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当であると判断した一方，CJEU では 30 日間と

している。知財紛争においてこの期間が適切で

あるかについては検証が必要となろう84）。 

CJEU による二つの判決は，結論は同じであ

っても異なる理論構成に基づいていることに留

意が必要である。Alassini 判決が効果的な司法

的救済の原則による法の一般原則を適用したの

に対し，Menini 判決では調停指令及び消費者

ADR 指令の実定法法規と調停前置と裁判所へ

のアクセスの権利の相互作用について解釈を行
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決の効率性のみならず知財紛争の専門性を強調

すべきである。 
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方ではサイバースクワッティングの不法性とそ

れに対する効果的なメカニズムの必要性によっ

て，また他方では紛争の適用範囲と救済措置が

限定されていることによって正当化されているた

め，侵害判定を伴うような紛争には適用されえ

ない87）。契約による前置では調停手続を経ず訴

訟に踏み切る場合に問題となるが，日本におい
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留意が必要なのは，CJEU 判決の射程が民事

及び商事調停に限定されることである。まず，
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紛争解決手続を対象としており，現行法上は取

引者によるものは範疇外である89）。例えば，日

本のユニオン・デ・ファブリカン（UDF）にお

ける調停手続では紛争客体が限定されており，

UDF 調停規則では商標権者と業者間の紛争の

みを扱うため，消費者は調停の適用範囲から除

外されている90）。 

この他黙示前置を導入できるか否かについて

は，イギリスのような判例及び立法がない国に

おいては判断材料に乏しいが，当事者の合意に

基づいて取られるべき調停の本来の性質を考え

ると，前置化された手続に参加しないことへの

ペナルティが生じるのは本末転倒であるように

思われる。 
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